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関⾕直也の⾃⼰紹介
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損害の和解の仲介に関する調査」座⻑
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識者会議」委員

• 経済産業省「多核種除去設備等処理⽔の取扱いに関する⼩委員会」委員



01
南海トラフ地震関連情報
の「社会的」ポイント



6



ケース１、２ 割れ残り
ケース４ 東海地震関連情報→確定的な情報はでない

課題
• 津波避難困難地域の住⺠の対応
• ⾏政の対応︓避難勧告等との連動
• 経済活動への影響と対応 /⻑期化した場合の対応
• ⽇常⽣活への影響と対応 /⻑期化した場合の対応
• 個⼈的対応と社会対応の整合性
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津波避難困難地域の住⺠の対応

2017.11.30 NHKニュース
南海トラフ・新情報１か⽉ 各県の防災担当者 “早急にガイドラ
インを”

ＮＨＫは、⼤きな被害が想定される「特別強化地域」がある１
都１３県の防災担当者に、聞き取り調査を⾏いました。

実際に臨時の情報が出た場合、

▽和歌山県 沿岸部のお年寄りなどに自主避難を強く促す

▽他の都県 現時点では避難の呼びかけまでは決めておらず、

職員の参集など通常の災害と同じような対応を取ると回答。

国のモデル地区に指定された静岡県と⾼知県を除く１２の都と県
の担当者が、国に対し、早急にガイドラインを策定してほしいと回答
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南海トラフ関連地震情報
と避難
（静岡新聞調査 ※取材協⼒）





調査概要

調査主題︓⻄半分先⾏の東海地⽅が割れ残ったケース
調査時期︓５⽉中旬
調査対象︓静岡新聞のインターネットモニター 459回答
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【性別】 【職業】 n 【自宅の形態】

男性 54.7 ％　（N= 227 ） 会社員・役員 37.8 ％　（N= 157 ） 67.7 ％　（N= 281 ）

女性 45.3 ％　（N= 188 ） 自営業 5.5 ％　（N= 23 ） 持ち家（マンション） 7.2 ％　（N= 30 ）

専門職 4.1 ％　（N= 17 賃貸（一戸建て） 3.9 ％　（N= 16 ）

【年代】 公務員 8.4 ％　（N= 35 賃貸（マンション・アパート） 20.2 ％　（N= 84 ）

10代以下 5.3 ％　（N= 22 ） 学生 11.1 ％　（N= 46 ） その他 1.0 ％　（N= 4 ）

20～29歳 16.4 ％　（N= 68 ） 主婦・主夫 11.8 ％　（N= 49 ）

30～39歳 15.9 ％　（N= 66 ） パート・フリーター 9.6 ％　（N= 40 ） 【あなた自身も含め該当する方の有無】

40～49歳 26.3 ％　（N= 109 ） 無職 10.6 ％　（N= 44 ） 小学校に入学する前の子供 10.6 ％　（N= 44 ）

50～59歳 20.5 ％　（N= 85 ） その他 1.0 ％　（N= 4 ） 小学生 16.4 ％　（N= 68 ）

60～69歳 9.4 ％　（N= 39 ） 日常生活に介護を必要とする方 8.0 ％　（N= 33 ）

70歳以上 6.3 ％　（N= 26 ） 妊産婦 1.2 ％　（N= 5 ）

上記に該当する方はいない 70.6 ％　（N= 293 ）
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⾃宅またはその周辺は、津波の危険がある

⾃宅またはその周辺は、⼭・がけ崩れの危険がある

⾃宅の周辺が住宅密集地で、延焼⽕災の危険がある

⾃宅の耐震性がなく、倒壊する危険がある

上記の危険はなく⽐較的安全だと思う
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ケース１

あなたは居住地域ではない側の地域（南海地震エリ
ア）で⼤地震が発⽣し、震源に近い地域では揺れや津
波により多くの死者・⾏⽅不明者・家屋被害が発⽣して
います。⾃衛隊や警察、消防が⼈命救出活動を⾏って
います。鉄道や⾼速道路なども損壊したため、運休や通
⾏⽌めになっています。このような東⽇本⼤震災における
東北地⽅の被災状況と同様の状況が、テレビ等を通じて
刻々と報道されています。しかし、あなたの居住地では
被害は発⽣しておらず、電気・⽔道等も問題なく使えて
います。会社や学校、商店などは通常とおり運営されてい
ます。
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ケース１

あなたや家族が⾃宅にいて、この状態（居住地域ではない側
の地域（南海地震エリア）で⼤地震が発⽣）になった場合、安
全な場所に避難しますか

ケース１の南海トラフ関連情報は避難を促さない
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自宅以外の安全な場
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19.0%

自宅にとどまる

81.0%



ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響

《想定する状況》
〇あなたの居住する側の地域（東海地震のエリア）では現時点では⼤地震は
発⽣していませんが、「過去の歴史を踏まえると、まだ地震が起こっていないエリア
でも数⽇から数年以内に必ず⼤規模な地震が発⽣している」ことがマスコミから
報道され始めました。
〇あなたの居住地域（東海地震のエリア）でも⼤地震が発⽣する可能性につ
いて、気象庁は過去の類似状況の統計データに基づいて「今後3⽇程度は極め
て⾼く、2週間程度は依然として特段に⾼い状態にある」と発表して、注意を呼
びかけています。
〇仮にあなたの居住地域（東海地震のエリア）でも⼤地震が発⽣した場合、
強い揺れや津波によって多数の家屋が倒壊し、多くの⼈命被害が発⽣する可
能性があります。先⾏した⼤地震と併せて被害は広域に及び、全国的な⽀援を
受けることが困難となるため、救命活動の難航や⼿厚い物資⽀援等を期待でき
ない可能性があります。
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ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響

あなたやご家族が⾃宅にいて、「想定する状況」になった場合、
安全な場所に避難をしますか

19
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ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難する⼈の⾏動

（１）南海トラフ地震関連情報と「時間」
避難する場合、最⼤どの程度の期間、避難しますか、理由は︖

⇒避難期間は⾏政の情報に依存する（可能性）
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気象庁が大地震の発生可能性について「今後3日程度は極めて高く、

2週間程度は依然として特段に高い」と発表しているから

住み慣れない避難生活でストレスや病気が心配だから

自宅や地域から離れることが不安だから

仕事ができなくなるなど、経済的に不安があるから

子供や高齢者がいる等、避難先での生活に抵抗があるから

その期間くらいで周りの人も避難を止めると思うから

長距離の通勤や通学、通院等が耐えられないから

そう思う ややそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない

35.9 26.3 22.2 10.2 5.4 
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ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難する⼈の⾏動

仮に避難後に地震が発⽣しなかった場合に、あなたは何を考
えると思いますか

⇒基本、⾃宅からの避難したがらない
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25.0

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

自宅の耐震補強を実施して、地震

時でも自宅で暮らせるようにしたい

津浪や土砂災害に対しても安全な場所へ移住したい

安全な場所にある他の家族の家で暮らしたい

そう思う ややそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない



ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難しない⼈の⼼理

避難しない理由は何ですか

⇒地震のリスクを理解していない可能性

22

45.6%

30.1%

29.7%

26.8%

17.2%

17.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

住んでいる地域や自宅は安全と思うから

自分や家族が、仕事や学校に行く必要があるから

避難所・避難先での生活に抵抗があるから

実際に大地震が発生してから避難しても大丈夫と思うから

地震が発生する可能性や発生時期等の情報の信頼性が低いから

その他

自宅以外の安

全な場所に避

難する

41.4%

自宅にとどま

る

58.6%

自宅以外の安全な場所に避難する 自宅にとどまる



ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難しない⼈の⼼理

（３）南海トラフ地震関連情報の避難促進効果
「想定する状況」の中で、以下のどの条件が満たされれば、あ
なたやご家族は⾃宅以外の安全な場所に避難しますか（複
数回答可）

⇒時間的情報を含めても、避難を促すとは限らない。
強固な避難拒否層が１/４

23

52.4%

42.7%

21.1%

9.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

上記のどの条件がそろっても避難しない

自分や家族の仕事が休みになった場合

自分や家族の通う学校が休みになった場合

取引先の会社が休みになった場合



ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難しない⼈の⼼理

避難促進の条件︓次の場合であれば避難すると思いますか

⇒避難＝もっとも⼤きな要因は市町村の避難判断
⇒個⼈の判断に頼ることの弱さ
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市町村から避難勧告等が出された場合

周りの人が避難したり、周りの人

から避難を呼び掛けられた場合

隣接地域で起きた大地震に

大きな恐怖や不安を感じた場合

自宅周辺のスーパーや

銀行が休みになった場合

通院している病院が休みになった場合

そう思う ややそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない



参考︓

【調査概要】
• 調査主体︓東京⼤学⼤学院情報学環総合防災情報研究センター ⽥中淳
• 調査⽅法︓市の広報紙と⼀緒に配布し、回収は郵送。
• 調査地域︓江川町、東町、⼀本松町、津島町、浜町、林町、稲荷町、秋葉
町、南条寺町

• 調査時期︓2017年2⽉1⽇〜2⽉15⽇
• 1,159票の配布に対して有効票490票を回収（回収率42.3％）
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03
南海トラフ関連地震情報
の社会的影響
（静岡新聞調査 ※取材協⼒）



関連情報の社会的影響
ケース１、ケース２ 「時間」情報の影響︓避難しない⼈の⼼理

避難しない場合に緊急的に実施する防災対策は何ですか
（複数回答可）

⇒深刻なモノ不⾜の発⽣

27

89.0%

73.7%

64.4%

61.4%

59.3%

57.2%

6.8%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

飲料水・生活水、食料の備蓄・確保

家族等との連絡方法の確認

家具類の転倒・移動防止対策の確認・実施

緊急地震速報が発表された時の対応の確認

火気器具のまわりの整理

避難路・避難先の確認

その他

特に何もしない



関連情報の社会的影響

東⽇本⼤震災のモノ不⾜問題

28
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0.5
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

５．水

３．インスタント食品・冷凍食品

１８．電池

１．米やパンなどの主食

６．ティッシュやトイレットペーパー

８．ガソリン

１１．懐中電灯

４．チョコレートなどのお菓子

１７．その他防災グッズ

１４．カセットコンロなど調理器具

１２．ラジオ

１６．充電器

１９．その他

１５．使い捨てカイロなど防寒用品

２．肉・魚・野菜など生鮮食品

７．オムツ・粉ミルクなどのベビー用品や介護用品

１０．灯油

１３．救急医療品（ばんそうこう、包帯など）

９．軽油

通常よりも多めに買った 通常よりも、多めに買いたかったが、買えていない 通常と変わらない 買っていない



関連情報の社会的影響

全国27製油所のうち東北・関東6製油所が操業停⽌
⽯油精製能⼒は震災前の約7割に。東北地⽅の約4割のガ
ソリンスタンドが営業できない状態。

29



関連情報の社会的影響

製油所の⽣産状況 （3⽉17
⽇現在）
東北の３製油所が⽣産停⽌
（処理能⼒は全国13％）
ＪＸ⽇鉱⽇⽯エネルギー
仙台の製油所でＬＰＧタンク付近
が⽕災。
⿅島（茨城県神栖市）、
根岸(横浜市)の製油所が停⽌
コスモ⽯油
千葉製油所（市原市）でＬＰＧ
タンクが⽕災、操業停⽌
東燃ゼネラル⽯油
川崎⼯場（川崎市）で主要装置
停⽌
タンクローリー３３台（16億
円）

30



31

2014年現在 資料︓
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shigen_nenryo/sekiyu_gas/pdf/001_03_00.pdf
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まとめ１︓避難

”割れ残り”⇒２割の避難

”時間情報”⇒４割の避難

”勧告・指示”⇒８割の避難

強固な避難拒否層＝１/４

⾏動を促すより強いメッセージ
制度に沿った情報/トリガーが必要

地震学の精度、科学的妥当性と別に
⼈、社会を動かす情報の在り⽅

33



まとめ２︓ステークスホルダー別の課題

• 津波避難困難地域の住⺠の対応
基本、⾃宅からの避難したがらない
強固な避難拒否層が１/４
地震のリスクを理解していない可能性

• ⾏政の対応︓避難勧告等との連動
⾏政情報（⾏政の判断）は極めて影響が⼤きい
避難＝もっとも⼤きな要因は市町村の避難判断
避難する⼈︓避難期間は⾏政の情報に依存する（可能性）
避難しない⼈︓時間的情報を含めても、避難を促すとは限らない。
⇒個⼈の判断に頼ることの弱さ

• ⽇常⽣活への影響と対応 /⻑期化した場合の対応
社会的影響︓深刻なモノ不⾜の発⽣

• 経済活動への影響と対応 /⻑期化した場合の対応
• 個⼈的対応と社会対応の整合性

34



質問、意⾒など何かあればご連絡を

東京⼤学⼤学院情報学環
総合防災情報研究センター

関⾕直也

03-5841-5924
naoya@iii.u-tokyo.ac.jp
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